
14

674

59
527 549

521 606

655

40
10

1332
1387 876 799

614
651

756 788

527
560 652 686

497
525 547 566

465
465 489 504

291 320 398
601505 45

551
709

891
1070

1252
394

571

641

595

490
317

394

358

431

492

339

365

394

424

479

290

341

381

414

455

要支援 要支援１ 要支援２ 経過的 要介護１ 要介護２

要介護３ 要介護４ 要介護５

（単位：千人）（単位：千人）

H12.4末 H13.4末 H14.4末 H15.4末 H16.4末 H17.4末 H18.4末 H19.4末

計 １０７％

５ ７４％

４ ６７％

３ １１６％

２ １００％

１

経過的

要介護

２要
支
援１

１３３％

要
介
護

（出典：介護保険事業状況報告（出典：介護保険事業状況報告 他）他）

２１８２

２５８２

３０２９

３４８４

３８７４

４１０８

４３４８ ４４０８

H19.11末

４５０８

要介護度別認定者数の推移要介護度別認定者数の推移
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※※１１ 下段は、６５歳以上人口比（％）下段は、６５歳以上人口比（％）

※※２２ 要介護認定に用いられる「認知症高齢者の日常生活自立度」においてランク要介護認定に用いられる「認知症高齢者の日常生活自立度」においてランクⅡⅡ以上と判断される高齢者数を推計したも以上と判断される高齢者数を推計したも
のであり、必ずしも医学的な認知症の確定診断を経たものではない。のであり、必ずしも医学的な認知症の確定診断を経たものではない。

（平成１５年６月（平成１５年６月 高齢者介護研究会報告書より）高齢者介護研究会報告書より）

認知症高齢者の増加認知症高齢者の増加

認定申請時の所在（再掲）単位：万人

（2002.9末現在）

要介護者

要支援者 居宅
特別養護老
人ホーム

老人保健

施設

介護療養型
医療施設

その他の

施設

総数 ３１４ ２１０ ３２ ２５ １２

１０

８

（１）

３４

日常生活自立度
Ⅱ以上

１４９ ７３ ２７ ２０ １９

日常生活自立度
Ⅲ以上

７９

（２５）

２８

（１５）

２０

（４）

１３

（４）

１１

（２）

再
掲

５.７５.８５.８５.５５.１４.５４.１３.９３.６３.４

２０８２１２２０５１９２１７６１５７１３５１１１９０７９日常生活

自立度

Ⅲ以上

１０.４１０.６１０.７１０.２９.３８.４７.６７.２６.７６.３

３７８３８５３７６３５３３２３２８９２５０２０８１６９１４９日常生活

自立度

Ⅱ以上

2045204020352030202520202015201020052002将来推計
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高齢者高齢者のの世帯世帯形態形態の将来推計の将来推計

2005年 2010年 2015年 2020年 2025年

一般世帯 4,904 万世帯 5,014 5,048 5,027 4,964

世帯主が65歳以上
1,338 万世帯 1,541 1,762 1,847 1,843

単独

（比率）

386万世帯

28.9%

471

30.6%

566

32.2%

635

34.4%

680

36.9%

夫婦のみ

（比率）

470万世帯

35.1%

542

35.2%

614

34.8%

631

34.2%

609

33.1%

（注）比率は、世帯主が65歳以上の世帯に占める割合

出典：国立社会保障・人口問題研究所｢日本の世帯数の将来推計－平成15年10月推計－｣

（万世帯）
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○○ 今後急速に高齢化が進むのは、今後急速に高齢化が進むのは、首都圏をはじめとする首都圏をはじめとする｢｢都市部都市部｣｣。。
都市部においては、都市部においては、高齢期の高齢期の｢｢住まい住まい｣｣などが大きな課題となる。などが大きな課題となる。

都道府県別の高齢者都道府県別の高齢者（（6565歳以上）歳以上）人口の推移人口の推移

今後急速に高齢化が進む都市部今後急速に高齢化が進む都市部

2005年時点の

高齢者人口（万人）

2015年時点の

高齢者人口（万人）
増加数 増加率 順位

埼玉県 116 179 63 +55% １

２

３

４

５

（７）

岩手県 34 39 5 +15% ４３

秋田県 31 34 4 +11% ４５

４４

４６

４７

千葉県 106 160 53 +50%
神奈川県 149 218 70 +47%
愛知県 125 177 52 +42%
大阪府 165 232 68 +41%
（東京都） 233 316 83 +36%

島根県 20 22 2 +11%

山形県 31 34 3 +10%
鹿児島県 44 48 4 +10
全国 2,576 3,378 802 +31%

｢日本の都道府県別将来推計人口（平成19年5月推計）について｣（国立社会保障・人口問題研究所）



18

日本日本 (2002)(2002)

○要介護度別認定者割合
2.62.6 %% 5.15.1 %% 2.3 %2.3 % 2.0 %2.0 % 1.9 %1.9 % 1.8 %1.8 %

15.7 15.7 %%

７．７７．７％％ ８．０８．０％％

英国英国 (1984)(1984)

スウェーデンスウェーデン (1990)(1990)

デンマークデンマーク (1989)(1989)

米国米国 (1992)(1992)

○各国の高齢者の居住状況（定員の比率）

出典）平成出典）平成１６１６年年９月９月 介護保険事業状況報告介護保険事業状況報告

※※：：シルバーハウジング、高齢者向け優良賃貸住宅、有料老人ホーム、軽費老人ホーム、グループホームシルバーハウジング、高齢者向け優良賃貸住宅、有料老人ホーム、軽費老人ホーム、グループホーム

出典）出典）｢｢世界の高齢者住宅世界の高齢者住宅｣｣園田真理子氏（日本建築センター）園田真理子氏（日本建築センター）

＊：高齢化率は、＊：高齢化率は、｢｢UN, World Population Prospects. The 2006 RevisionUN, World Population Prospects. The 2006 Revision｣｣から抜粋から抜粋

介護保険３施設介護保険３施設
(3.2%)(3.2%)

※※
((1.11.1%)%)

老人ホーム老人ホーム
(3.0%)(3.0%)

老人ホーム老人ホーム
(3.0%)(3.0%)

老人ホーム（プライエム）老人ホーム（プライエム）
(5.0%)(5.0%)

ナーシング・ホームナーシング・ホーム
(5.0%)(5.0%)

リタイアメント・ハウジングリタイアメント・ハウジング
(5.0%)(5.0%)

サービス・ハウスサービス・ハウス
(5.6%)(5.6%)

サービス付高齢者住宅・高サービス付高齢者住宅・高
齢者住宅齢者住宅(3.7%)(3.7%)

リタイアメント・ハウジングリタイアメント・ハウジング(5.0%)(5.0%)

要支援要支援 要介護要介護ⅠⅠ 要介護要介護ⅡⅡ 要介護要介護ⅢⅢ 要介護要介護ⅣⅣ 要介護要介護ⅤⅤ

65歳以上人口に占める認定者数、各国の
介護施設・ケア付き高齢者住宅の割合

合計

＊高齢化率

（2005）

19.7％

16.1％

17.2％

15.1％

12.3％
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○○明るく活力ある超高齢社会の構築明るく活力ある超高齢社会の構築 ○制度の持続可能性○制度の持続可能性 ○社会保障の総合化○社会保障の総合化

平成17年介護保険制度改革の基本的な視点と主な内容

○新予防給付の
創設

○地域支援事業の
創設

予防重視型
システムへ

の転換

施設給付施設給付
の見直しの見直し

新たな新たな

サービスサービス
体系の確立体系の確立

○居住費用･食費
の見直し

○低所得者に
対する配慮

○地域密着型
サービスの創設

○地域包括支援
センターの創設

○居住系サービス
の充実

サービスのサービスの
質の確保・質の確保・

向上向上

負担の在り方負担の在り方
・制度運営の・制度運営の

見直し見直し

○介護サービス
情報の公表

○ケアマネジメン
トの見直し

○第１号保険料
の見直し

○保険者機能の
強化

・軽度者の大幅な
増加

・軽度者に対する
サービスが状態
の改善につなが
っていない

・在宅と施設の
利用者負担の
公平性

・独居高齢者や
認知症高齢者の
増加

・在宅支援の強化
・医療と介護との

連携

・利用者による

サービスの

選択を通じた

質の向上

・低所得者への
配慮

・市町村の事務
負担の軽減
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高高 齢齢 者者

要支援・要介護状態になる要支援・要介護状態になる
ことの防止ことの防止

× × 要介護者要支援者

〈〈要介護認定要介護認定〉〉
介護の手間に係る審査

＋

状態の維持または改善可能性の審査

要支援・要介護者と
思われる者

非該当者

要支援・要介護状態と要支援・要介護状態となな
るおそれのある者るおそれのある者

要介護者要介護者

地域支援事業地域支援事業
（介護予防特定高齢者施策）（介護予防特定高齢者施策）

新予防給付新予防給付 介護給付介護給付

地域包括支援センター
（介護予防ケアマネジメント）

地域包括支援センター地域包括支援センター
（介護予防ケアマネジメント）（介護予防ケアマネジメント）

要支援者要支援者

非該当者

介護予防のための

スクリーニング

介護予防のための介護予防のための

スクリーニングスクリーニング

重度化防止重度化防止 重度化防止重度化防止

予防重視型システムの全体像

居宅介護支援事業所

（ケアマネジメント）

居宅介護支援事業所居宅介護支援事業所

（ケアマネジメント）

軽度者の方の状態像を踏まえ、出来る限り要支援・要介護状態にならない、

あるいは、重度化しないよう「介護予防」を重視したシステムの確立を目指す。
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地域包括ケア体制の整備

地域包括支援センターの役割

○高齢者の生活を支える役割を果たす総合機関として

「地域包括支援センター」を設置

○「地域包括ケア」や「予防重視型システム」を支える中核的な機関

地域包括ケアの考え方

○高齢者が住み慣れた地域で、安心してその人らしい生活を

継続するため、高齢者のニーズや状態の変化に応じて、

切れ目なく必要なサービスが提供される体制を整備する。


